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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「住友重機械コーポレートガバナンス基本方針」（以下「基本方針」といいます）を制定し、当社グループの企業価値の増大を図り、あらゆ
るステークホルダーからの評価と信頼をより高めていくため、効率的で透明性の高い経営体制を確立することを目的として、コーポレートガバナン
スの充実に取り組んでおります。

なお、基本方針は、当社ウェブサイトに掲載しておりますので、ご参照ください。

日本語：http://www.shi.co.jp/ir/policy/governance/index.html

英語：http://www.shi.co.jp/english/ir/policy/governance/index.html

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-11-1】 取締役会全体のバランス、多様性及び規模に関する考え方

　基本方針の第16条及び第17条をご参照ください。なお、現在の取締役は全員男性でありますが、ジェンダー面での多様性確保については

　引き続き検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】 政策保有株式

(１)政策保有に関する方針及び政策保有株式に係る議決権行使基準　

　基本方針の第6条をご参照ください。

(２)政策保有株式に係る検証の内容

　2019年３月の取締役会において、当社が保有する全54銘柄について、保有意義、保有株式から得られる便益や配当金等の収益と資本コスト

　との比較、保有リスク等を精査し、個別銘柄ごとに保有の適否を検証しました。

　その結果、3銘柄については保有の合理性が認められないと判断し、売却することを決定しました。

【原則1-7】 関連当事者間の取引

　基本方針の第7条をご参照ください。

【原則2-6】 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社の企業年金制度は確定拠出型年金であり、本原則が想定する基金型・規約型の確定給付年金及び厚生年金基金を導入していないため、

　本原則の適用はないものと判断しております。

【原則3-1】

(１) 経営理念や経営戦略、経営計画

　経営理念については、基本方針の第1条をご参照ください。また経営戦略及び経営計画については、当社の中期経営計画

　（http://www.shi.co.jp/ir/policy/plan/index.html）をご参照ください。

(２) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　基本方針の第2条をご参照ください。

(３) 取締役・執行役員の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　基本方針の第19条をご参照ください。

(４) 取締役・監査役候補の指名と執行役員の選解任を行うに当たっての方針と手続

　基本方針の第17条、第18条及び第25条をご参照ください。

(５) 取締役・監査役候補の個々の指名と執行役員の選任の説明

　取締役・監査役候補の個々の指名の説明については、「第123期定時株主総会招集ご通知」添付の「株主総会参考書類」をご参照ください。

　また、執行役員の選任の説明については、基本方針において定めている方針と手続に則り、その有する知識、経験、能力を総合的に踏まえて、

　執行役員を選任している旨、「第123期定時株主総会招集ご通知」添付の「事業報告」に記載しております。

　（http://www.shi.co.jp/ir/stock/meeting/index.html）

【補充原則4-1-1】 取締役会の決定事項及び経営陣に対する委任の範囲

　基本方針の第14条をご参照ください。

【原則4-9】 社外役員の独立性判断基準

　基本方針の第29条及び別紙1「社外役員の独立性基準」をご参照ください。

【補充原則4-11-2】 取締役・監査役の他の上場会社の役員兼任状況

　基本方針の第20条をご参照ください。

　また当期の役員の兼任状況については、「第123期定時株主総会招集ご通知」添付の「株主総会参考書類」をご参照ください。

　（http://www.shi.co.jp/ir/stock/meeting/index.html）



【補充原則4-11-3】 取締役会の実効性の評価

　当社は、取締役会の実効性を高めるため、毎年次に取締役会の実効性の評価を実施することとしており、2018年12月から2019年2月にかけて、

　取締役及び監査役全員を対象とした取締役会の運営及び構成に関するアンケート及び取締役及び監査役を対象としたインタビューを実施

するとともに、その内容、結果について、社外役員会議及び取締役会において議論を行いました。

　その結果、当社の取締役会は、その実効性は確保されており、重大な問題は認められませんでした。また、取締役会において、実効性をより高

　めるため、今後も引き続き、審議内容について工夫するなど審議の充実を図り、審議の活性化に資する会議運営に取り組んでいくことを確認

　しております。

【補充原則4-14-2】 取締役・監査役に対するトレーニングの方針

　基本方針の第33条をご参照ください。

【原則5-1】 株主との建設的な対話に関する方針

　基本方針の第34条及び別紙2「株主との建設的な対話に関する方針」をご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社＜信託口＞ 10,014,200 8.17

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社＜信託口＞ 6,478,800 5.29

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE SILCHESTER INTERNATIONAL

INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST

＜常任代理人　香港上海銀行東京支店＞

4,729,500 3.86

住友生命保険相互会社 4,333,128 3.54

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE U.S. TAX EXEMPTED PENSION

FUNDS

＜常任代理人　 香港上海銀行東京支店＞

2,922,840 2.39

住友重機械工業共栄会 2,713,500 2.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社＜信託口9＞ 2,579,300 2.11

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社＜信託口5＞ 2,244,800 1.83

株式会社三井住友銀行 2,000,036 1.63

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234

＜常任代理人　株式会社みずほ銀行＞
1,827,482 1.49

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

(１) 上記【大株主の状況】は、2019年3月31日現在の状況を記載しております。なお、以下の大量保有報告書の変更報告書が公衆の縦覧

　に供されておりますが、2019年3月31日現在の当該法人の実質保有状況の確認ができないため、上記【大株主の状況】には含めておりません。

　　①2018年12月13日付シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・エルエルピーによる大量保有報告書の変更報告書

　　②2018年12月21日付三井住友信託銀行株式会社及びその共同保有者による大量保有報告書の変更報告書

(２) 2019年4月1日以降、以下の大量保有報告書の変更報告書が公衆の縦覧に供されております。

　　①2019年5月22日付アセットマネジメントOne株式会社による大量保有報告書の変更報告書

　　②2019年5月30日付シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・エルエルピーによる大量保有報告書の変更報告書

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満



直前事業年度末における連結子会社数 100社以上300社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

髙橋　進 他の会社の出身者

小島　秀雄 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

髙橋　進 ○ ―――

髙橋進氏は、経済及び経営についての高い識
見を有するとともに、民間企業及び政府機関の
双方において幅広い実務経験を有しており、社
外取締役として当社の持続的成長と企業価値
向上のための有益な助言と客観的かつ独立し
た立場での当社経営に対する監督をしておりま
す。また同氏は、当社の経営陣との利害関係
がなく、一般株主と利益相反が生じるおそれが
ないことから、同氏を独立役員に指定しました。



小島　秀雄 ○ ―――

小島秀雄氏は、公認会計士として長年の実務
経験を有する財務及び会計の専門家であり、
その豊富な経験と優れた識見に基づき、社外
取締役として当社の持続的成長と企業価値向
上のための有益な助言と客観的かつ独立した
立場での当社経営に対する監督をしておりま
す。また同氏は、当社の経営陣との利害関係
がなく、一般株主と利益相反が生じるおそれが
ないことから、同氏を独立役員に指定しました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 4 4 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 6 6 2 2 0 2
社外取
締役

補足説明

指名委員会及び報酬委員会については、「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状
況」の「２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）」に記載のとおりです。

なお、報酬委員会の「その他2名」は社外監査役です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況については、基本方針の第28条をご参照ください。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

若江　健雄 弁護士

中村　雅一 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役



e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

若江　健雄 ○ ―――

若江健雄氏は、弁護士として法律に精通してお
り、その豊富な経験と優れた識見に基づき、社
外監査役としての客観的かつ独立した立場で、
当社経営に対し実効性のある監査をしておりま
す。また同氏は、当社の経営陣との利害関係
がなく、一般株主と利益相反が生じるおそれが
ないことから、同氏を独立役員に指定しました。

中村　雅一 ○ ―――

中村雅一氏は、公認会計士として長年の実務
経験を有する財務及び会計の専門家であり、
また過去に代表取締役として会社の経営にも
関与したことがあります。これらの豊富な経験と
優れた識見に基づき、社外監査役としての客
観的かつ独立した立場で、当社経営に対し実
効性のある監査をしております。また同氏は、
当社の経営陣との利害関係がなく、一般株主と
利益相反が生じるおそれがないことから、同氏
を独立役員に指定しました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

当社の取締役及び執行役員の報酬は、基本報酬、業績連動報酬及び株式取得報酬により構成しており、その比率は概ね60％：30％：10％となっ
ております。

基本報酬は、役位毎の定額による固定報酬としております。なお、取締役には取締役加算を設けており、その85％は定額による固定報酬としてお
ります。

業績連動報酬は、当社の年間配当金に応じて変動する配当基準報酬と、本社取締役及び執行役員は当社連結、事業部門を担当する取締役及
び執行役員は担当する事業部門の業績に応じて変動する部門業績基準報酬により構成しており、その比率は50％：50％としております。配当基
準報酬は、役位毎の基準額に当社の年間配当金に応じて係数を乗じ算定しております。また、取締役加算の15％は配当基準報酬の係数を乗じて
変動させることとしております。部門業績基準報酬は、ＲＯＩＣ、税金等調整前当期純利益、受注、フリーキャッシュフローの４つの指標を基本に、安
全成績やコンプライアンス等の状況を加味し、社長を最終決定者としてＡ～Ｅのランクを決定し、役位毎の基準額にランクに応じて係数を乗じ算定
しております。これらの指標の適用により、株主の皆様との価値共有を図るとともに、収益性、成長性、財務規律維持、安全やコンプライアンス等
の観点を役員報酬に反映する仕組みとしております。

株式取得報酬は、自社株取得を目的とした報酬と位置付け、役位毎に定める一定額以上を役員持株会を通じた自社株取得に充てるとともに、取
得した株式は在任期間中は継続して保有することを義務付けております。

なお、当社は、2005年６月29日開催の第109期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。

当社では、社外取締役及び社外監査役を含む委員により構成する任意の報酬委員会を設置しており、取締役及び執行役員の報酬制度、報酬水
準等に関し、取締役会の諮問を受け審議・答申を行い、取締役会において決議しております。

監査役の報酬は、監査役の協議によって定めております。

社外役員の報酬は、基本報酬のみで構成しております。

報酬限度額につきましては、取締役は2006年６月29日開催の第110期定時株主総会において月額40百万円以内、監査役は2005年６月29日開催
の第109期定時株主総会において月額7.5百万円以内と決議しております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2018年度の取締役の報酬等の総額は、取締役11名に対し365百万円（うち社外取締役2名の報酬19百万円）となっております。

なお、上記のほか、当社子会社の取締役を兼務している取締役が、当該子会社から受けた報酬等の総額が、54百万円（4名）ございます。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

上記「取締役へのインセンティブ付与に関する施策の実施状況」の補足説明に記載のとおりです。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役を含む取締役については、取締役会事務局が支援し、社外監査役を含む監査役については、専任の監査役室を設置し支援しており

ます。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

合田　茂 名誉顧問
財界活動等社外活動

（経営非関与）
非常勤・報酬有 1994/4/27 終身

小澤　三敏 名誉顧問
財界活動等社外活動

（経営非関与）
非常勤・報酬有 2002/6/27 終身

日納　義郎 名誉顧問
財界活動等社外活動

（経営非関与）
非常勤・報酬有 2013/3/31 終身

中村　吉伸 相談役

財界活動等社外活動、経営陣の
要請に応じた助言

（経営非関与）
非常勤・報酬有 2019/3/31 定めあり

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 4 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）現状のコーポレートガバナンス体制の概要

当社は、監査役会設置会社であり、この枠組みの中で執行役員制度を導入し、経営における業務執行機能と監督機能を分離しております。

＜監督＞

［取締役会］

取締役会は、本報告書提出時点において、議長の会長をはじめ９名(定員12名)の取締役で構成され、うち２名の社外取締役が経営陣から独立し
た立場で経営を監督し、ステークホルダーの視点を適切に反映させる役割を担っております（取締役会の構成員につきましては、５．「役員の状
況」をご参照ください。）。また、執行役員制度導入により、迅速・果断な業務執行を可能とする環境を整備する一方で、重要な経営課題及びリスク
の高い経営課題については、取締役会において経営陣から適宜報告を行うものとすることにより、経営陣及び取締役に対する実効性の高い監督
を行っております。また、会社法その他の関係法令に基づき、内部統制システム及びリスク管理体制を適切に整備するとともに、その年度計画及
び運用状況について内部統制部門からの報告を受け、必要な指示を行うことにより、その運用を適切に監督しております。取締役会は、原則とし



て毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。当連結会計年度は取締役会を14回開催し、取締役の平均出席率は、
99.3％、うち社外取締役の平均出席率は100％、社外取締役を除く取締役の平均出席率は99.1％でありました。

なお、当社は取締役会の諮問機関として指名委員会及び報酬委員会を設置しており、いずれの委員会も社外取締役を委員長とし、客観性を担保
しております。各委員会の役割、構成は以下のとおりです。

－「指名委員会」

取締役・監査役候補の指名、取締役・監査役の解任、代表取締役・役付取締役の選定・解職及び最高経営責任者等の後継者計画の進捗につい
て取締役会の諮問を受け審議し、取締役会に答申若しくは助言をしております。指名委員会は、必要に応じて随時開催することとしております。当
連結会計年度は２回開催し、代表取締役・役付取締役の選定、取締役・監査役候補者の指名についての答申や執行役員候補の選任への助言を
行ったほか、最高経営責任者等の後継者計画の進捗の確認等を行いました。

（本報告書提出時点における体制　委員長：小島秀雄社外取締役、委員：髙橋進社外取締役、別川俊介

代表取締役会長、下村真司代表取締役社長）

－「報酬委員会」

　取締役及び執行役員の報酬制度、報酬水準等について、取締役会の諮問を受け審議し、取締役会に答申若しくは助言をしております。報酬委
員会は、原則として年に１回開催するほか、必要に応じて随時開催することとしております。当連結会計年度は１回開催し、2018年度役員報酬の
改訂について答申したほか、今後の役員報酬制度のあり方等について議論を行いました。

（本報告書提出時点における体制　委員長：小島秀雄社外取締役、委員：髙橋進社外取締役、若江健雄社外監査役、中村雅一社外監査役、別川
俊介代表取締役会長、下村真司代表取締役社長）

［監査役会］

監査役会は、本報告書提出時点において、議長の常勤監査役をはじめ４名(定員５名)の監査役で構成され、うち２名が社外監査役であります（監
査役会の構成員につきましては、５．「役員の状況」をご参照ください。）。社外監査役は、各分野における高い専門知識や豊富な経験を、常勤監
査役は、当社の経営に関する専門知識や豊富な経験をそれぞれ活かし、実効性の高い監査を行うとともに、取締役会及び執行責任者会議等に
おいて経営陣に対して積極的に意見を述べております。監査役会は、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催しております。当
連結会計年度は監査役会を12回開催し、監査役の平均出席率は98％、うち社外監査役の平均出席率は96％、社外監査役を除く監査役の平均出
席率は100％でありました。

また、監査役をサポートする部門として監査役室を設置し、専任の使用人を配置することにより、監査役業務の支援及び監査役に対する円滑な情
報提供を行っております。さらに、当社及び関係会社の監査役による関係会社監査役会議を定期的に開催し、監査に関する情報交換、グループ
としての監査機能の充実を図っております。

内部監査部門として、監査室を設置しております。監査役と連携を図るとともに、当社及び関係会社における業務執行について監査を定常的に実
施し、事業部門等による自主監査と合わせて内部統制機能の向上を図っております。

＜業務執行＞

［執行責任者会議］

執行責任者会議は、社長が議長を務めており、主として、当社の取締役会構成員及び執行役員並びに当社グループの各事業部門の執行責任者
で構成されております。当社及び当社グループ会社の業務執行を統括するため、当社グループの業務執行状況、取締役会の決定事項及び重要
な全社方針の周知を図ることで、連結業績の管理と経営施策のフォローをしております。執行責任者会議は、原則として毎月１回、取締役会開催
日の午後に開催しております。

［経営戦略委員会］

経営戦略委員会は、社長が議長を務めており、主として、取締役、監査役及び本社執行役員等で構成され、社長の諮問機関として、当社及び当
社グループに関する重要な経営戦略、事業戦略等の取締役会付議事項及びそれに準ずる重要な意思決定事項を審議し、社長に答申しておりま
す。経営戦略委員会は、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催しております。

（２）監査の状況

①内部監査及び監査役監査の状況

社長直属の内部監査部門として、監査室(専任９名)を設置しております。監査室では、監査要員の専門性の向上を目的として、監査専門資格の取
得を推進しており、公認内部監査人(CIA)３名、公認不正検査士(CFE)１名、内部監査士(QIA)３名を擁しております。

監査室は、内部監査人協会(IIA)の国際基準に則た監査手法を導入しており、リスクベースによる年間の監査計画に基づき、社内各部門はもとより
国内外の関係会社における業務執行について監査を定常的に実施し、業務改善を勧告・フォローしており、事業部門等による自主監査とあわせ
て内部統制機能の向上を図っております。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役会その他の重要な会議への出席、重要な決
裁書類等の閲覧、また、社内各部門及び国内外の関係会社の業務及び財産の状況を調査し、取締役の職務の執行を監査しております。

なお、監査役 中村雅一氏は公認会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

監査役・監査役会・内部監査部門及び会計監査人は、相互に連携を密にし、監査結果につきましても情報共有し、効率的な監査体制を構築・推進
しております。

②会計監査の状況

a.　監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

b.　業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員 業務執行社員 根本　剛光

指定有限責任社員 業務執行社員 松木　　豊

指定有限責任社員 業務執行社員 齋藤　慶典

c.　監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、その他16名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会による業務執行の決定を通じた経営の監督と監査役による監査の二重のチェック機能を持つ監査役会設置会社を採用してお
り、その中で、経営の透明性・公正性の向上を図るため、社外取締役の複数選任や任意の委員会の活用など監督機能を強化しております。事業
領域が多岐に亘る当社において実効性の高い監督機能を確保するためには、当該体制が最適な機関設計であると考え、これを採用しておりま
す。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会日3週間前に招集通知を発送しております。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットによる議決権の行使（携帯電話機によるものを含みます）が可能です。また
機関投資家の株主様は議決権電子行使プラットフォームもご利用いただけます。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームにより、議決権を行使することができま
す。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知（全文）の英訳版を作成し、当社ウェブサイト等において掲載しております。

その他
株主の皆様への早期情報開示の観点から、招集通知（和文・英文）を発送前に当社ウェ
ブサイト等において掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 個人投資家向け説明会を年数回開催しております。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回、第2四半期決算、通期決算時に決算説明会を実施しております。また、
主要事業について事業説明会を実施しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
年4回程度、欧州、米州、アジアの海外投資家をそれぞれ年1回訪問し、決算、
経営計画等について説明しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
統合報告書、決算説明会、事業説明会の配布資料などの和文・英文を掲載し
ております。

IRに関する部署（担当者）の設置
企画本部コーポレート・コミュニケーション部（部長：渡辺美知子、TEL：03-6737-
2331）を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、住友の事業精神や当社の経営理念に立脚した、環境保全活動、社会貢献活動、
及び企業統治を行っています。それらの活動を通じて社会からの信頼を得るとともに、商
品・サービスの提供を通じて、社会課題の解決と企業価値の向上に努めています。

2016年にＣＳＲ推進部門として「ＣＳＲ推進室」を設置し、ＣＳＲ推進の方針となる「ＣＳＲ長期
目標」を定めました。

2017年度からはこれらの活動を統合し、「当社グループならでは」の事業活動として展開し
ています。具体的には、ＣＳＲ中期計画を策定し、持続可能な社会の実現に資する課題を
決め、その達成度を取締役会で年２回報告しています。

ステークホルダーにご理解いただくための取組みとしては、統合報告書を作成しています。

【ＣＳＲ長期目標】

１．住友重機械グループは、持続可能な社会の実現に向けて、経済的、技術的発展に寄
与する商品とサービスを提供します。

２．住友重機械グループは、商品ライフサイクル全体での環境負荷軽減に努めるとともに、
当社の企業活動に関わるすべての人の安全、安心と健康を守り、一人一人がいきいきと
働ける職場を作ります。

【ＣＳＲ中期計画　重点分野と活動項目】

１．商品・サービス「社会課題解決のための商品・サービスの提供」

　①社会課題解決への貢献　②製品品質の向上　③納期遵守・短縮

２．環境「商品ライフサイクル全体での環境負荷軽減」

　①CO2排出量の削減

３．社会「社会からの信頼獲得」

　①クリーン調達の推進　②CSRの社内外への発信　③地域への支援・貢献

４．人材「一人一人がいきいきと働ける職場づくり」

　①災害ゼロの実現　②心身ともに健康な職場づくり　③ダイバーシティ推進

その他

当社は、当社グループの持続的成長のために、多様な人材で構成される、社員一人一人

がいきいきと働き、活躍できるような活力ある組織を目指して、ダイバーシティ・マネジメント
を推進しております。

2016年4月に「本年をダイバーシティ推進元年と位置付け、まずは女性活躍推進に取り組

む」旨を社長メッセージとして発信し、同時に人事本部内にダイバーシティ推進グループを

設置しました。

ダイバーシティ・マネジメントの重要性の理解促進のための啓蒙活動、女性の積極的採

用、女性がさらに活躍しやすい職場環境整備、ライン・マネージャーのマネジメント力の強

化など、様々な施策を推進しております。それに加え、男女共に仕事と育児の両立支援促

進やワークライフバランスの推進等に取り組み、2017年度には「くるみんマーク」を取得しま
した。

2018年度より各事業所に女性のワーキンググループを設け、ボトムアップのダイバー

シティ推進活動に取り組んでおります。2019年度からは女性管理職の登用施策を強化し

女性管理職育成支援団体への社員派遣、管理職一歩手前の女性の個別の育成支援など
を進めております。

また、事業のグローバル化に対応するために、外国籍執行役員の登用のほか、外国籍社

員や海外大学への留学経験のある社員等、グローバル対応力を有する社員の確保に継
続的に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制システム構築の基本方針

【目的】

　　本方針は、取締役会において内部統制システム構築の基本方針を定め、運用することにより、グループの企業価値の向上と持続的な発展

　　を図ることを目的とする。

【基本方針】

　　１． 当社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備について

　　　(１) 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　-1 当社の取締役会は内部統制システムの構築の基本方針の決定を行うとともに、その有効性を適宜検証し、グループ内部統制システム

　　　　　　を含む当社の内部統制システムの絶えざる向上・改善を図る。

　　　　-2 当社は、独立社外取締役を選任し、取締役会の監督機能の向上を図るものとする。

　　　　-3 当社の監査役は、グループ内部統制システムを含む当社の内部統制システムの構築及び運用に関する取締役の職務執行が適正に

　　　　　　行われていることを監査する。

　　　(２) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　　-1 当社の取締役の職務執行に係る情報は、当社で定める規程に基づき記録・保存し、当社の取締役及び監査役は、常時それらの記録を

　　　　　　閲覧することができる。

　　　　-2 当社の取締役の職務執行に係る重要な情報については、関係法令等の定めに従い適時適切な開示に努める。

　　　(３) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　-1 当社は、各部門に配置した内部統制推進者からなる内部統制推進体制を構築し、当社の内部統制本部がこれを統括し、リスク管理を

　　　　　　推進する。

　　　　-2 各リスクの主管部門においてリスク管理に関する規程を整備し、当該規程に基づく教育・指導・監査等を通してリスクの低減を図る。

　　　　-3 当社は、各部門に緊急連絡責任者を配置し、緊急事態が発生した場合には、規程に従い直ちに当該緊急連絡責任者から経営トップへ

　　　　　　報告を行うものとする。報告を受けた経営トップは、適時に適切な対応を取るものとする。

　　　(４) 当社の財務報告の信頼性を確保するための体制

　　　　-1 当社は、財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・開示するために、必要な体制を整備する。

　　　　-2 当社の内部監査部門は、財務報告に係る内部統制システムの運用状況を監査することにより、当社の財務報告の信頼性を確保する。

　　　(５) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　-1 当社は執行役員制を採用し、決裁権限規程等に則り、適切な範囲で執行役員に権限を委譲することにより、効率的な職務執行を行う。

　　　　-2 当社の取締役会で決議した中期経営計画及び年度予算の執行状況を、月次に開催される執行責任者会議等において執行責任者から

　　　　　　報告させ、業務執行の状況を掌握できる体制とする。

　　　　-3 経営上の重要な事項については、多面的な検討に基づき意思決定を行うため、社長の諮問機関として経営戦略委員会等を設置し、当

　　　　　　該事項の検討・審議を行う。

　　　(６) 当社の執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　-1 当社は、社長を委員長とする倫理委員会において、コンプライアンスに関する基本方針を決定し、内部統制本部が内部統制推進体制を

　　　　　　通じてその徹底を図るものとする。

　　　　-2 当社は、コンプライアンスに関する教育を継続的に実施する。また、必要に応じ、取締役、執行役員及び全管理職からコンプライアンス

　　　　　　に関する誓約書を徴集する。

　　　　-3 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える団体や個人に対しては毅然とした態度で立ち向かい、一切の関係を遮断するものとす

　　　　　　る。

　　　　-4 当社は、法令や企業倫理に違反する事実やその疑いのある場合の通報先として、内部通報制度を設け、その活用を促し、問題の早期

　　　　　　発見に努める。

　　　　-5 当社の執行役員及び使用人の職務執行については、主管部門による監査を行い、当該職務執行が法令及び定款に適合することを確

　　　　　　保する。

　　２． 当社及び子会社からなるグループにおける業務の適正を確保するために必要な体制の整備について

　　　(１) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　　　-1 当社は、グループ経営管理に関する規程に基づき、子会社のガバナンスの強化と職務執行の効率を追求する。

　　　　-2 当社は、主要な子会社に内部統制システム構築の基本方針を策定させ、その運用状況は当社の内部統制本部を通じて当社の取締役

　　　　　　会に報告する。

　　　(２) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　-1 当社の内部統制本部が、主要な子会社に構築された内部統制推進体制を通じてグループ全体におけるリスク管理を推進する。

　　　　-2 当社は、子会社において各リスクの管理に関する規程を整備させるとともに、当社の各リスクの主管部門による教育・指導・監査等を通

　　　　　　して、グループ全体のリスクの低減を図る。

　　　　-3 当社は、主要な子会社に緊急連絡責任者を配置し、緊急事態が発生した場合には、規程に従い当該緊急連絡責任者は直ちに当該子

　　　　　　会社取締役及び当社経営トップへ報告を行うものとする。報告を受けた経営トップは、適時に適切な対応を取るものとする。

　　　(３) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　-1 当社のグループ経営管理に関する規程に則り、子会社は決裁権限規程等を策定し、効率的な職務執行を行う。

　　　　-2 主要な子会社の中期経営計画及び年度予算については、当社取締役会で承認決議の上執行する。また、その執行状況については当



　　　　　　社執行責任者会議等で子会社取締役等から報告させ、当社がグループ全体の職務執行の状況を掌握できる体制とする。

　　　　-3 主要な子会社の経営上の重要な事項については、多面的な検討に基づき意思決定を行うため、当社の経営戦略委員会等において、当

　　　　　　該事項の検討・審議を行う。

　　　(４) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　-1 当社の内部統制本部は、主要な子会社に構築された内部統制推進体制を通じてグループ全体におけるコンプライアンスの徹底を図る

　　　　　　ものとする。

　　　　-2 当社は、子会社においてコンプライアンス教育を継続的に実施させる。また、必要に応じ子会社の取締役及び全管理職からコンプライア

　　　　　　ンスに関する誓約書を徴集する。

　　　　-3 当社は子会社と連携し、子会社においても市民社会の秩序や安全に脅威を与える団体や個人に対しては毅然とした態度で立ち向か

　　　　　　い、一切の関係を遮断するものとする。

　　　　-4 当社は、子会社に対し内部通報制度を設置させる。子会社の通報窓口には当該会社の監査役を含むものとする。また、主要な子会社

　　　　　　の通報窓口には当社の内部統制本部も加えるものとする。

　　　　-5 当社から、主要な子会社に対しては取締役や監査役を派遣してグループ内部統制の強化に努めるとともに、当社の子会社の取締役の

　　　　　　職務執行については、当社の主管部門が監査を行い、その職務執行が法令及び定款に適合することを確保する。

　　　(５) 子会社の財務報告の信頼性を確保するための体制

　　　　-1 当社は、子会社における財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・開示するために、主要な子会社に対して財務報

　　　　　　告に係る内部統制システムの整備を義務付ける。

　　　　-2 当社の内部監査部門は、主要な子会社における財務報告に係る内部統制システムの運用状況を監査することにより、子会社における

　　　　　　財務報告の信頼性を確保する。

　　３． 当社の監査役の職務の執行のための必要な事項について

　　　(１) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　　　　 監査役会の直属の部門として、当社の監査役の職務執行を補助すべき専任者を含む使用人からなる監査役室を設置する。

　　　(２) 当社の監査役の職務の執行を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　　　 監査役室に配置された使用人の人事異動、人事考課及び懲戒処分については当社の監査役の同意を必要とする。

　　　(３) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　　　　 当社の監査役の職務執行の補助に係る業務に関しては、監査役室に配置された使用人への指揮・命令は監査役が行うものとする。

　　　(４) 当社の監査役への報告に関する体制

　　　　-1 当社の取締役、執行役員及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制

　　　　　a) 当社の監査役は、取締役及び執行役員の職務執行を監査するため、取締役会、執行責任者会議その他当社の重要な会議に出席す

　　　　　　　る他、主要な稟議書やその他業務執行に関する重要な書類を閲覧するものとする。

　　　　　b) 当社の取締役、執行役員及び使用人は、法令、定款又はコンプライアンスに違反する事実やその疑いがある場合には、直ちに当社の

　　　　　　　監査役に報告するものとする。

　　　　　c) 当社の内部通報制度の通報先に当社の監査役を含むものとする。

　　　　-2 子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

　　　　　a) 子会社の取締役、監査役及び使用人は、法令、定款又はコンプライアンスに違反する事実やその疑いがある場合には、直ちに当社の

　　　　　　　当該事項の主管部門を通じて当社の監査役に報告するものとする。

　　　　　b) 当社の内部統制本部は、主要な子会社の内部通報制度に通報された内容のうち、重要なものについてはその内容及び対応状況を当

　　　　　　　社の監査役に適宜報告するものとする。

　　　　　c) 当社の内部監査部門が実施した子会社の監査結果の報告は、遅滞なく当社の監査役に報告するものとする。

　　　　-3 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　　　　　当社及び主要な子会社は、各社の社内規程により、内部通報を行ったこと又は当社の監査役へ報告を行ったことを理由として不利な

　　　　　　扱いを受けないことを規定し、社内に周知徹底を図るものとする。

　　　(５) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

　　　　　 当社の監査役の職務執行について生じる費用等については予算化する。法に基づく前払い等の請求がある場合には、当該監査役の職

　　　　　 務執行に必要でないと認められる場合を除き、当社が支払うものとする。

　　　(６) その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　　-1 当社の取締役、執行役員及び子会社の取締役は、当社の監査役が当社の内部監査部門、内部統制部門、子会社の監査役及び会計

　　　　　　監査人等との連携を通じて、実効的な監査を実施できる体制の整備を行うものとする。

　　　　-2 当社は、当社及び子会社の監査役による関係会社監査役会を定期的に開催し、監査に関する情報交換及びグループとしての監査機

　　　　　　能の充実を図る。

　　　　-3 当社が選任する監査役には、財務及び会計に関する適切な知見を有する者を含むものとする。

【本方針の改廃】

　　本方針に見直しの必要性が生じた場合は、取締役会の決議により改正するものとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は「内部統制システム構築の基本方針」において「市民社会の秩序や安全に脅威を与える団体や個人に対しては毅然とした態度で立ち向か

い、一切の関係を遮断する」と明文化するとともに、コンプライアンスマニュアルや住友重機械倫理カードに記載し、社員全員に配付しておりま

す。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、2017年5月26日開催の取締役会において、第121期定時株主総会終結の時をもって有効期間満了を迎える「当社株式の大規模買付行為
に関する対応方針（買収防衛策）」を継続しないことを決議しました。

詳細については、当社ウェブサイトに掲載の2017年5月26日付IR情報「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の非継続（廃
止）に関するお知らせ」（http://www.shi.co.jp/info/2017/6kgpsq0000002zgs.html）をご覧ください。

なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は以下のとおりです。

（１）基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方については、最終的には、株主の皆様により、当社の企業価値の向上ひいて
は株主共同の利益の確保を図るという観点から決せられるべきものと考えております。従って、会社支配権の異動を伴うような大規模な株式等の
買付けの提案に応じるか否かといった判断も、最終的には株主の皆様のご意思に基づいて行われるべきものと考えております。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案（以下「大規模買付行為」といいます）の中には、買収の目的や買収後の経営方針などに
鑑み、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆様に対して買付内容を判断するために合
理的に必要とされる情報を十分に提供することなく行われるものなど、企業価値ひいては株主共同の利益に重大な影響を及ぼすものも想定され
ます。当社といたしましては、このような大規模買付行為を行う者は、例外的に、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でな
いと考えております。

（２）基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、一流の商品とサービスを世界に提供し続ける機械メーカーを目指すとともに、誠実を旨とし、あらゆるステークホルダーから高い評価と信
頼を得て、社会に貢献するという企業使命のもと、上記基本方針を実現するため、中期経営計画の策定及びその実践に加えて、以下のとおりコー
ポレートガバナンスの充実に取り組んでおります。

当社は、当社グループの企業価値の増大を図り、あらゆるステークホルダーからの評価と信頼をより高めていくため、効率的で透明性の高い経営
体制を確立することを目的として、「住友重機械コーポレートガバナンス基本方針」を制定しております。また、1999年の執行役員制度の導入、
2002年以降の社外取締役の選任、2007年の取締役任期の2年から1年への短縮、さらに2015年からは社外取締役を複数名選任するなどして取締
役会の活性化や経営の透明性の確保に努めております。

具体的には、社外取締役は、経営陣から独立した立場で経営を監督し、ステークホルダーの視点を適切に反映させる役割を担っております。ま
た、執行役員制度の導入により、迅速・果断な業務執行を可能とする環境を整備する一方で、重要な経営課題及びリスクの高い経営課題につい
ては、取締役会において経営陣から適宜報告を行うものとすることにより、取締役会は、経営陣及び取締役に対する実効性の高い監督を行ってお
ります。さらに、取締役会は、会社法その他の関係法令に基づき、内部統制システム及びリスク管理体制を適切に整備するとともに、その年度計
画及び運用状況について内部統制部門からの報告を受け、必要な指示を行うことにより、その運用を適切に監督しております。

社外監査役は、各分野における高い専門知識や豊富な経験を、常勤監査役は、当社の経営に関する専門知識や豊富な経験をそれぞれ活かし、
実効性の高い監査を行うとともに、取締役会及び執行責任者会議等において経営陣に対して積極的に意見を述べております。また、監査役をサ
ポートする部門として監査役室を設置し、専任の使用人を配置することにより、監査役業務の支援及び監査役に対する円滑な情報提供を行ってお
ります。さらに、当社及び関係会社の監査役による関係会社監査役会議を定期的に開催し、監査に関する情報交換、グループとしての監査機能
の充実を図っております。また、海外子会社に対する実地監査を毎年行うなど、グローバル化に対応した監査を実施しております。

さらに、当社は任意の委員会として、指名委員会、報酬委員会及び倫理委員会を設置しております。指名委員会は、取締役・監査役候補の指名、
取締役・監査役の解任、役付取締役・代表取締役の選定・解職等について取締役会の諮問を受けて審査・答申するとともに、最高経営責任者等
の後継者計画について毎年確認し、その進捗を取締役会に報告しております。報酬委員会は、取締役及び執行役員の報酬制度、報酬水準等に
ついて、取締役会の諮問を受けて審議・答申を行っております。また、倫理委員会は、グループ経営を倫理的観点から監視、指導し、取締役会の
企業倫理に関する監督機能の強化・補完の役割を果たしております。

（３）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

当社は、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）を導入することに関して2008年6月27日開催の第112期定時株主総会にお
いて、株主の皆様のご承認を頂き、その後、2011年6月29日開催の第115期定時株主総会及び2014年6月27日開催の第118期定時株主総会にお
いて、それぞれ所要の変更を行ったうえで、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針を継続することにつき、株主の皆様の過半数の賛成に
より、ご承認を頂きました（以下、継続後の対応方針を「本プラン」といいます）。

しかしながら、当社は、2017年6月29日開催の第121期定時株主総会の終結の時をもって有効期間満了を迎える本プランの取扱いについて検討し
た結果、現在の経営環境下においては、中期経営計画に掲げる目標の達成に向けた施策を着実に実行することにより、持続的な成長を確保し、
株主の皆様をはじめ、広く社会、市場、ステークホルダーの皆様からの社会的信頼に応えていくこと、及びコーポレートガバナンスの更なる整備・
強化に取り組むことこそが、株主共同の利益の確保、向上につながるものであって、本プランを継続することが必要不可欠なものではないと判断
し、2017年5月26日開催の取締役会において、かかる有効期間満了をもって本プランを継続しないことを決議しました。

もっとも、当社は、本プランの有効期間満了後も引き続き、当社株式に対して大規模買付行為を行おうとする者に対しては、当社の企業価値、株
主共同の利益を確保する観点から、関係する法令に従い、大規模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報
の開示を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示するとともに、株主の皆様の検討のために必要な時間と情報の確保に努める等、適切な
措置を講じてまいります。

（４）基本方針の実現に資する取組みについての取締役会の判断

当社は、上記基本方針を実現するための取組みとして上記（２）及び（３）の取組みを進めることにより、当社の企業価値、株主共同の利益の確
保、向上につなげられると考えていると同時に、当社の企業価値、株主共同の利益に資さない大規模買付行為を行うことは困難になるものと考え
ています。また、大規模買付行為を行う者が現れた場合も、その是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報及び時間の確
保に努めるなど、適切な措置を講じてまいります。したがって、上記（２）及び（３）の取組みは上記基本方針に沿うものであり、当社役員の地位の
維持を目的とするものではないと判断しております。



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

１．適時開示に係る基本方針

　当社は、「住友重機械コーポレートガバナンス基本方針」において、情報開示の基本的な方針を以下のとおり定めております。

　(１) 当社は、あらゆるステークホルダーとの信頼関係を維持・発展させるため、透明性、公平性、継続性を重視して、当社グループに関する重要

　　　 な情報の適時・適切な開示を行います。

　(２) 当社は、IR・広報管掌の役員を責任者とする適時開示判定会議を設置し、金融商品取引法等の関係法令及び東京証券取引所の定める規

　　　 則等に従い、迅速な情報開示を行います。

　(３) 当社は、関係法令や東京証券取引所の定める規則等に基づく情報開示のみならず、当社グループの経営方針や事業内容に関するステー

　　　 クホルダーの理解を深めるために有用と判断した情報についても、積極的かつ公平に開示します。

２．適時開示に係る社内体制

　会社情報の開示担当部門を企画本部コーポレート・コミュニケーション部と定め、その長を情報取扱責任者とし、以下のとおり、会社情報の適時

　適切な開示を行っております。

　(１) 決定事実及び決算情報については、原則として取締役会等における正式決定前に、適時開示判定会議で適時開示の要否を判定します。

　(２) 災害、事故及び経営に重大な影響を与える事件・事態等の発生事実については、規程に従い、直ちに各部門及び主要な子会社に配置され

　　　 た緊急連絡責任者から経営トップに報告されるとともに、適時開示判定会議で適時開示の要否を判定します。また、上記以外の投資判断に

　　　 影響を与えうる発生事実についても同様に、発生後直ちに適時開示判定会議で適時開示の要否を判定します。

　(３) 適時開示判定会議では、上記①及び②の事実・情報が東京証券取引所の定める「適時開示が求められる会社情報」に、該当するか否かを

　　　 検討し判定します。

　(４) 当該事実・情報が「適時開示が求められる会社情報」であると判断された場合、遅滞なく、企画本部コーポレート・コミュニケーション部長が

　　　 適時開示を行います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


